
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人医薬基盤研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事（非常勤）

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成23年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,805 11,785 4,550
1,178
  292

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0
（　　　　）

7月28日 ◇

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0
（　　　　）

7月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

1,572 1,572 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,572 1,572 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入している。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：地域手当とは主に民間賃金の高い地域に勤務する職員の給与水準の調整を図るため、
　　　支給される手当である。

前職

B監事
（非常勤）

役名

法人の長

A理事
（非常勤）

就任・退任の状況

　役員の勤勉手当の額は、役員給与規程第８条第２項において、「厚生労働省独立行政法人
評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その職務実績に応じ、これを増額し、又は減額す
ることができる。」旨規定している。
　平成２３年度においては、当該評価委員会の業務実績の評価結果及び役員の業績を踏ま
え、増額または減額を行わずに支給した。

国に準じた給与体系をとっており、国の給与法改正を踏
まえ、基本給月額を約0.5%引き下げた。

国に準じた給与体系をとっており、国の給与法改正を踏
まえ、基本給月額を約0.6%引き下げた。

その他（内容）

改定なし。

B理事
（非常勤）

A監事
（非常勤）



３　役員の退職手当の支給状況（平成２３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人の長

法人での在職期間 摘　　要

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

理事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２３年度における給与制度の主な改正点

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

　中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、定型的業務について
合理化を図るなどし、中期計画の人件費の見積りの範囲内で人件費の管理を
行っている。

一般職の職員の給与に関する法律に準拠するとともに、国と同様の改定を行い
給与水準を決定している。

　職員の意欲向上や効率化を図るため、勤務成績等を給与にも反映させる人事
評価制度を平成20年度から実施し、評価結果については、平成21年度賞与か
ら反映している。

査定期間中の勤務成績に応じて支給した。

国に準じた給与体系をとっており、国の給与法改正を踏まえ、俸給月額を平均0.23%引き下げ
た。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

44 43.5 7,295 5,575 139 1,720
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 38.8 6,339 4,810 196 1,529
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 48.1 8,628 6,615 113 2,013
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 39.5 4,677 3,599 58 1,078

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 43.8 8,023 6,299 123 1,724
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 43.8 8,023 6,299 123 1,724

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － 　　－ － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

67 40.8 4,237 4,237 161 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 42.0 2,984 2,984 109 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 36.9 4,852 4,852 130 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 38.9 3,508 3,508 213 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 60.3 7,355 7,355 237 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

  ついては、該当者がいないため省略した。
注３：再任用職員については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

注２：常勤職員の医療職種及び教育職種、在外職員、任期付職員の事務・技術、医療職種及び教育職種、
　　再任用職員の事務・技術、研究職種、医療職種及び教育職種、非常勤職員の医療職種及び教育職種に

　　人数以外は記載していない。
注４：「技能・労務職種」とは、薬用植物の栽培等に関する専門的業務を行う職種を示す。
注５：「研究補助」とは、研究の補助的業務を行う職種を示す。
注６：「研究調整専門員」とは、特殊な経験、技能を有し、所定の暫定期間において専門的業務に従事する職員を示す。

技能・労務職種

任期付職員

再任用職員

研究補助

研究調整専門員

非常勤職員

事務・技術

研究職種

技能・労務職種

事務・技術

研究職種

研究職種

常勤職員

うち所定内人員 うち賞与平均年齢
平成23年度の年間給与額（平均）

総額
区分

２０歳 ５６歳 ２８歳 ２４歳 ６０歳 …………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 (千円) 



②

（事務・技術職員）
四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

　代表的職位

2 ― ― ― ―
3 49.8 ― 8,564 ―

本部課長補佐 1 ― ― ― ―
5 37.1 4,754 5,364 5,711
2 ― ― ― ―
4 28.0 ― 3,731 ―

注２：部長、課長補佐及び主任の区分については該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ

　　のあることから、人数以外は記載していない。

本部係長

本部係員

注１：人員が４人以下のため、四分位の値が求められない箇所があり、一部第１四分位及び第３四分位を記載していない。

本部主任

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
以下、⑤まで同じ。〕

注：①の平均給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
年齢36-39歳以上の区分の該当者はいずれも2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから平均給与については表示しない。
すべての年齢層において4人以下のため第1・第3分位折れ線を表示していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

本部部長

本部課長

0

1

2

3

4

5

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳 

人数 

平均給与額 

国の平均給与額 

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 

千

人 
千円 



（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

2 ― ― ― ―
4 50.0 ― 9,827 ―

16 46.8 6,323 7,824 8,801

注：年齢52-55歳の区分の該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与
については表示しない。
年齢36-39歳及び52-55歳の区分の該当者は4人以下のため第1・第3分位折れ線を表示しない。

平均平均分布状況を示すグループ 人員

　　人数以外は記載していない。

注１：人員が４人以下のため、四分位の値が求められない箇所があり、一部第１四分位及び第３四分位を記載していない。

平均年齢

　代表的職位

研究部長

研究課長

主任研究員

注２：研究部長については該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
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③

（事務・技術職員）
区分 計 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級
標準的 部長 部長 課長 課長 主査 係員

な職位 課長補佐 係員
人 人 人 人 人 人 人 人 人

17 1 1 1 3 2 5 3 1
（割
合）

(5.9％) (5.9%) (5.9%) (17.6%) (11.8%) (29.4%) (17.6%) (5.9%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

－ － － 56 － 34 30 －
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

－ － － 42 － 30 26 －
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － 6,160 － 4,032 3,140 －

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

－ － － 5,370 － 3,035 2,606 －
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － － 8,066 － 5,289 4,158 －

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

－ － － 7,245 － 4,035 3,479 －

（研究職員）
区分 計 ５級 ４級 ３級
標準的 プロジェクトリーダー 室長
な職位 研究リーダー 主任研究員

人 人 人 人

22 4 13 5
（割
合）

(18.2%) (59.1%) (22.7%)

歳 歳 歳

59 58 41

～ ～ ～

50 39 36
千円 千円 千円

9,606 7,669 4,865

～ ～ ～

7,896 5,707 4,593
千円 千円 千円

12,090 9,904 6,369

～ ～ ～

10,391 7,462 6,092

④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

59.7 62.7 61.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.3 37.3 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 46.1～34.4 45.2～30.8 45.6～32.5
％ ％ ％

64.8 66.6 65.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 33.4 34.2

％ ％ ％

         最高～最低 35.5～33.9 36.3～30.9 36.0～32.6

（研究職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

60.9 62.2 61.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.1 37.8 38.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.1～34.5 48.2～31.4 47.2～33.2
％ ％ ％

65.1 65.8 65.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.9 34.2 34.5

％ ％ ％

         最高～最低 35.5～33.8 38.9～30.3 37.3～32.0

年間給
与額

(最高～

最低)

注：２級及び３級、５級以外の区分の該当者はいずれも２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

人員

年齢
（最高
～最
低）

所定内
給与年
額(最
高～最

低)

 職級別在職状況等（平成２４年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）

課長補佐
専門員
係長

研究所長
センター長

部長

人員

年齢
（最高
～最
低）

所定内
給与年
額(最
高～最

低)

年間給
与額

(最高～

最低)

賞与（平成２３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

専門員
係長
主査



⑤

110.2

105.0

91.5

91.4

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員)

（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一））

対他法人（事務・技術職員）

（研究職員）

対国家公務員（研究職）

対他法人（研究職員）

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出



給与水準の比較指標について参考となる事項
○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １１３．７
参考 学歴勘案　　　　　　 １０８．０

地域・学歴勘案　　　１１３．０

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　１１０．２

国に比べて給与水準が高
くなっている定量的な理由

　当研究所の調査対象者数は17人と少数であり、かつ、その年々の人事異動による対象者の変化により、管理職が少
なく一般職員が多いような一般的な職員構成にならず、対象者が少数の法人においては年度毎の指数の変動が大きく
なるものと考えている。
　当研究所の事務職員のほとんどが国からの出向職員であり、給与水準も国に準じた体系をとっていることから、各個人
への支給額は国に在籍していたときと基本的には変わりない。にもかかわらず、給与水準が異なる数値となっている要
因としては、

　①組織的要因
　出向者のほとんどが、国（特別区）からの出向者であり、異動保障として所在地の地域手当より高い異動保障を受けて
いる者の割合が76.5%（17人中13人）となっており、地域指数が高い要因となっている。

　②職員構成の相違
　　当所職員の国家公務員行政職俸給表（一）6級相当以上の管理職の割合17.6％（17人中3人）が国家公務員行政職
俸給表（一）の適用を受ける職員の6級以上の占める割合（15.4％）（「国家公務員給与の概要（平成24年4月）」より）より
も高いこと等が給与水準が高い要因となっている。

　また、職員の大卒者の割合70.6％（17人中12人）が国家公務員行政職俸給表（一）の適用を受ける職員の大卒者の占
める割合（52.6％）（「国家公務員給与の概要（平成24年4月）」より）よりも高いこと等が給与水準が高い要因となってい
る。

【主務大臣の検証結果】
   地域、学歴等を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから、国民の皆様に納得していただけるよう、一
層の給与水準の見直しについて十分検討していただきたい。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９４．２５％
（国からの財政支出額　８，８８７，０８０千円、支出予算の総額　９，４２９，０６２千円：平成23年度予算）

【検証結果】
平成23年度決算における、支出額9,920,062千円のうち、5,275,990千円は、当研究所以外の大学等に競争的資金等と
して支出するものである。残りの4,644,073千円のうち、3,719,040千円は当研究所の研究事業費であり、925,033千円は
一般管理費である。そのうち612,503千円が給与、俸給等支給総額（支出総額に占める割合：6.2％）であるため、国から
の財政支出を増加させる要因とはなっていない。

【累積欠損額について】
累積欠損額３１，６６８，０６５，６４６円（平成22年度決算）

【検証結果】
　この繰越欠損金は旧医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構が実施していた出資事業により生じたものであり、
同機構から事業を引き継いだ医薬品医療機器総合機構を経て承継したものである。出資事業は、旧医薬品副作用被
害救済・研究振興調査機構と民間企業との共同出資により設立された研究開発法人が、医薬品、医療機器に係る研究
開発を実施したものであり、研究開発に必要な費用を出資金により賄うため、研究開発の進行に伴い、出資金と欠損金
の双方が増加する構造となっていたものである。

　また、実用化研究支援事業は、国の財政投融資特別会計より政府出資金を受入れ、その出資金を委託費として支出
しているものであり、出資金を費用として支出すると欠損金が増加する構造となっている。
　このように、繰越欠損金は会計処理上発生しているものであり、給与支出とは無関係であり、繰越欠損金を増因させる
要因とはなっていない。

講ずる措置

 
  当研究所の職員の俸給、諸手当等の給与水準については、国の給与法改正を反映させているため法人独自の手当
は一切ないところであり、国家公務員との比較において適切なものであると考えているが、今後、平均給与の水準をさら
に抑制するため、引き続き国の給与改正に準じた給与の見直しを行っていくとともに、人事異動を行う際には積極的に
若い職員を配置し、引き続き改善を図ることとし、将来的に目指す給与水準としては、平成27年度までに対国家公務員
指数（年齢勘案）は105以下、対国家公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）は110以下を目標とし、達成することととした
い。
　平成24年度見込み：対国家公務員指数（年齢勘案）107程度、対国家公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）110程度
　当研究所事務部門においては、3部8課の最小限の組織体制とし、管理職ポストについては11ポストあるが、業務の効
率化を図り1ポストを併任で対応するなど管理職のスリム化を図ったところである。今後、さらなる併任をかけるなどを行っ
た場合に適正に業務を遂行できるかも含め、管理職ポストの在り方について検討を行ってまいりたい。
　なお管理職割合が高いようにみえるのは、人件費の効率化を図るために定型的業務については非常勤職員・派遣職
員などの活用を進め、管理職以外の正規職員の削減に努めていることがその要因である（28人中10人）。

※支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合：6.2％
　管理職割合：17.6％
　大卒以上の高学歴者の割合：70.6％



給与水準の比較指標について参考となる事項
○研究職員

地域勘案　　　　　　 ９６．１
参考 学歴勘案　　　　　　 ９０．８

地域・学歴勘案　　　９５．２

【累積欠損額について】
累積欠損額３１，６６８，０６５，６４６円（平成22年度決算）

【検証結果】

 
  当研究所の職員の俸給、諸手当等の給与水準については、国の給与法改正を反映させているため法人独自の手当
は一切ないところであり、国家公務員との比較において適切なものであると考えているが、引き続き国の給与改正に準じ
た給与の見直しを行っていく。

講ずる措置

　また、実用化研究支援事業は、国の財政投融資特別会計より政府出資金を受入れ、その出資金を委託費として支出
しているものであり、出資金を費用として支出すると欠損金が増加する構造となっている。
　このように、繰越欠損金は会計処理上発生しているものであり、給与支出とは無関係であり、繰越欠損金を増因させる
要因とはなっていない。

　この繰越欠損金は旧医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構が実施していた出資事業により生じたものであり、
同機構から事業を引き継いだ医薬品医療機器総合機構を経て承継したものである。出資事業は、旧医薬品副作用被
害救済・研究振興調査機構と民間企業との共同出資により設立された研究開発法人が、医薬品、医療機器に係る研究
開発を実施したものであり、研究開発に必要な費用を出資金により賄うため、研究開発の進行に伴い、出資金と欠損金
の双方が増加する構造となっていたものである。

対国家公務員　　９１．５

　給与水準の適切性の
　検証

【検証結果】
平成23年度決算における、支出額9,920,062千円のうち、5,275,990千円は、当研究所以外の大学等に競争的資金等と
して支出するものである。残りの4,644,073千円のうち、3,719,040千円は当研究所の研究事業費であり、925,033千円は
一般管理費である。そのうち612,503千円が給与、俸給等支給総額（支出総額に占める割合：6.2％）であるため、国から
の財政支出を増加させる要因とはなっていない。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９４．２５％
（国からの財政支出額　８，８８７，０８０千円、支出予算の総額　９，４２９，０６２千円：平成23年度予算）

内容

指数の状況

項目

【主務大臣の検証結果】
国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

国に比べて給与水準が高
くなっている定量的な理由



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成23年度）

前年度
（平成22年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

641,885 654,611 639,876 614,216 574,724 556,184 534,525
2.0 △0.3 △4.3 △10.5 △13.4 △16.7
2.0 △1.0 △5.0 △8.8 △10.2 △13.3

注５：平成23年度の給与、報酬等支給総額の実績は、平成24年6月期の期末手当において人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分
を調整した額（994千円）を除いて算出している。

退職手当支給額

628,809 △ 16,306 （△2.6） △ 16,306
給与、報酬等支給総額

7,137

△ 23,127

578,229 33,618 (5.8)

45,461 △ 23,127 （△50.9）

1,425,318

区　　分

1,322

　　　　　　　　　　　　　　　　　　総人件費改革の取組状況

1,322 (0.1)

注１：「人件費削減率（補正値）とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給
与改定分を除いた削減率である。なお、平成１８年、平成１９年、平成２０年、平成２１年、平成２２年、平成２３年の行政職（一）の年間平均給与の増減率
はそれぞれ０％、０．７％、０％、△２．４％、△１．５％、△０．２３％である。

注２：競争的研究資金又は研究開発独立行政法人の受託研究若しくは共同研究のための民間からの外部資金又は国からの委託費及び補助金により
雇用される任期付職員、運営費交付金により雇用される任期付研究者のち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画Ｈ１８．３．２８閣議決
定）において指定されている戦略的重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３７歳以下の研究者をいう。）を削減
対象人件費の範囲から除いているため、Ⅲ表の「給与、報酬等支給総額」と削減対象人件費の金額とが異なることとなる。

注３：注２の任期付研究者及び任期付職員の人件費を総人件費改革に係る削減対象人件費の範囲から除く前の「給与、報酬等支給総額」（削減対象人
件費）は、基準年度（平成17年度）653,499千円、平成18年度685,489千円及び平成19年度673,992千円であった。

注４：平成17年度を基準とした、平成18年度から平成22年度までの5年間で5％削減した額（609,791千円）に、平成22年度末の削減対象人件費の範囲
から除かれていた戦略重点従事者に係る額（72,625千円）を加えた額から、1％削減した額（675,592千円）に対し、平成23年度の給与、報酬等の支給総
額（534,525千円）は20.9％の削減となっている。

年　　　度

給与、報酬等支給総額
人件費削減率

人件費削減率（補正値）（％）

①　中期目標において、人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）等に基づ
く平成18年度からの5年間で平成17年度を基準として5％以上を削減すること。
　さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革の取組を
平成23年度まで継続すること。

②　中期計画において、人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づく
平成18年度からの5年間で平成17年度を基準として5％以上を削減するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日
閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成23年度まで継続する。ただし、以下の人員に係る人件費は上述の人件費改革における削減対象から除
外する。
　・国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者
　・運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成18年3月28日閣議決定）において指
定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。）。
　また、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分についても削減対象から除く。

　常勤職員の中途採用や欠員の補充にあたっては若年者の採用をすすめるとともに、非常勤職員の活用を行って常勤職員数及び人件費の抑制に努
めてきたところであるが、平成２３年度においては、第二次中期計画の二年目にあたり、前年から引き続き研究体制の整備を進めた結果、「給与、報酬等
支給総額」については対前年度比2.6%の減、「最広義人件費」については対前年度比0.1%の微増となったところ。
　また、総人件費改革の削減対象となる人件費については、平成23年度においては平成17年度から16.7%削減と着実に進展しているところである。

最広義人件費

比較増△減
中期目標期間開始時（平成22年度）
からの増△減

（△2.6）

（△50.9）

(5.8)33,618

172,819 7,137 (4.1) (4.1)

(0.1)

【主務大臣の検証結果】
   総人件費削減目標を達成している。これは、経営改善努力など適切な取組の結果と考えられる。今後も引き続き効率的な運営を行っていただきたい。

612,503

22,334

611,847

179,956

1,426,640

非常勤役職員等給与

福利厚生費



Ⅳ 法人が必要と認める事項

　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律(平成24年法律第2号）に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措
置を講ずることとした。
　　 平成24年３月から、
　　    ・役職員の俸給月額の引下げを実施した。（平均▲0.23％）
　　　  ※平成23年４月からの較差相当分は、平成24年６月期の賞与で調整
     平成24年４月から平成26年３月までの間、
　　    ・役員の報酬について、俸給月額・賞与等の減額を実施した。（▲9.77％）
　　    ・職員の給与について、本俸等の減額を以下のとおり実施した。（行（一）相当職員）
            ※その他の俸給表適用職員については、これに準じた支給減額率
　　　　　 ①　俸給月額　７級以上（国の７級以上相当）    　　　 ▲9.77％
                                ３級～６級（国の３級～６級相当）　     ▲7.77％
　　　　　　　　　　　        １級～２級（国の１級～２級相当）　     ▲4.77％
            ②　俸給の特別調整額（管理職手当）　一律▲10％
            ③　期末手当及び勤勉手当　一律▲9.77％
            ④　地域手当等の俸給月額に連動する手当（期末手当及び勤勉手当を除く）の月額は、減額後の俸給月額等の月額により算出


